
奈良県新型コロナウイルス感染防止対策施設認証制度要綱に係る質疑応答集 

（認証制度用 令和３年８月１７日更新版） 

 

 

１ 認証制度について 

 

（問－１）「新型コロナウイルス感染防止対策施設認証制度」とはどのような制度で 

すか。  

適切な感染防止対策が行われた飲食店や宿泊施設を、県が認証することにより、

利用者に安心と信頼の提供を実現するとともに、感染を制御し経済活動の早期回復

を後押しすることを目的とした制度です。 

 

（問－２）認証の取得は義務ですか。 

認証の取得は義務ではありませんが、各施設においては、認証基準や業種別ガイ

ドラインに基づく感染防止対策の徹底をお願いします。  

 

（問－３）認証を取得するとどのようなメリットがあるのですか。 

 認証を取得することにより、利用者に適切な感染防止対策が行われている店舗で

あるという安心と信頼を提供することができると考えます。  

また、認証を受けた店舗については、県ＨＰ等にその情報を掲載し、周知を行い

ます。 

 

（問－４）認証には、費用がかかりますか。 

認証申請に要する費用は、無料です。 

 

（問－５）認証に有効期間はあるのですか。 

認証の有効期間は１年間です。有効期間後も引き続き認証を受ける場合は、有効

期間前に更新の手続きが必要となります。 

 

（問－６）認証を取得すれば、新型コロナウイルス感染症の発生は必ず防げます 

か。万一クラスターが発生した場合は県も責任を負ってくれるのですか。  

県の認証は、一定の新型コロナウイルス感染防止対策を講じていることを確認  

し、認証する制度です。 

感染防止には「施設設備」、「事業者・従業員の取り組み」、「利用者の協力」など

の複合的な対策が必要です。そのため、認証を取得すれば、必ず発生を防げるもの

ではありませんが、感染防止対策を適切に実施することで、発生のリスクを下げる

ことができると考えます。 

 なお、認証施設でクラスターが発生した場合でも、県が責任を負うことはありま

せん。 

 



  

（問－７）どのような施設に対して認証が与えられるのですか。 

対象となる施設は、奈良県新型コロナウイルス感染防止対策施設認証制度要綱第

２条に規定したとおり、営業許可の種類、客席の有無、主たる営業形態や利用者等

により規定されています。 

対象施設及び対象外施設の一般的な例は下表を参考としてください。 

注：一般的な例であり、各施設の営業形態等によって対象の適否は変わります。  

対象施設例 対象外施設例 

【要綱第２条第１号に該当する施設】 

食堂、レストラン、料理店、カフェ、

喫茶店、焼肉屋、お好み焼き屋、居酒

屋、スナック、カラオケ等 

フードコートの各飲食店 

 

【要綱第２条第２号に該当する施設】 

旅館、ホテル、簡易宿所（いずれも風

俗営業等の規制及び業務の適正化に関

する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第６項に規定する店舗型性

風俗特殊営業を営む施設を除く） 

 

【飲食のための客席無し】 

弁当屋、仕出し屋、デリバリー（ピザ屋

等）、たこ焼き屋、キッチンカー、屋台 

 

【販売等が主たる営業形態】 

スーパーマーケット、コンビニエンスス

トア 

 

【特定の者を対象】 

学校給食、病院給食、社員給食（社員食

堂） 

 

【宿泊者が対象】 

宿泊施設に付随した飲食店（ホテル宴会

場等） 

 

 

（問－８）なぜ客席がある飲食店・喫茶店に対象施設を限定しているのですか。 

 客席がある飲食店・喫茶店などは、食事をしている間、マスクを外し、かつ人と

対面するなど、感染リスクが高い行為が発生しやすくなります。それら施設では、

感染拡大防止のため重点的に感染防止対策をとっていただきたいことから、対象施

設を限定しています。 

 

（問－９）民泊施設や店舗型性風俗特殊営業を営む施設は対象施設とならないので

すか。 

 新型コロナウイルス感染防止対策の観点から、宿泊施設の中でも、ロビーや食 

堂、浴場などの共用部において、不特定多数の方と接する機会の多い施設を対象と  

しています。 

 そのため、旅館・ホテル・簡易宿所の営業許可（旅館業法第２条）を受けた施設  

で、風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律第２条第６項に規定する店舗  

型性風俗特殊営業を営む施設を除いています。  

 



 

（問－10）コンビニエンスストアを経営しています。イートインスペース（客席） 

があり、利用者が飲食を行いますが、認証の対象施設とならないのですか。 

コンビニエンスストアは、物品や調理した食品の販売等を主たる目的とした施設

であり、対象施設となりません。 

 

（問－11）社員食堂を運営しています。認証の対象施設とならないのですか。 

社員食堂は、特定の者を対象として飲食させる施設であり、広く県民が利用する

ことができないため、対象施設となりません。認証の対象施設にならない場合で

も、事業者自身で、適切な感染防止対策の実施をお願いします。 

 

（問－12）新型コロナウイルス感染症が流行する以前は、客席を設けて食事を提供 

する営業形態でしたが、現在は、従来の客席を残したままテイクアウト・デリバ  

リー専門の飲食店に営業形態を変更しています。認証を受けることはできます 

か。 

 テイクアウト・デリバリー専門店から飲食のための客席を設けて食事を提供する

以前の営業形態に戻した場合は、認証の対象施設となります。 

 

（問－13）認証の基準は、県が新たに作成したとのことですが、急に対応するのは難 

しいのではないですか。 

県で作成した認証の基準に関するチェックリストは、令和３年４月３０日の国の事

務連絡「飲食店における感染防止対策を徹底するための第三者認証制度の導入につい

て」を基本とし、専門家にも意見をいただき作成しました。 

また、対策内容は、令和２年５月１４日付（同年１１月３０日一部改正）で業界団

体が作成したガイドライン（「外食業の事業継続のためのガイドライン」（（一社）

日本フードサービス協会、（一社）全国生活衛生同業組合中央会 ）とほぼ同様の内

容となっています。認証を取得されるか否かに関わらず、業種別ガイドラインに基づ

き、感染防止対策に取り組んでいただくようお願いします。 

 

（問－14）認証基準が３段階（自己認証済を含めると４段階）に区分されているの 

は何故ですか。 

 感染防止対策の内容に応じて、一つ星から三つ星に認証基準を区分しています。  

 一つ星の感染防止対策を適切に実施すれば、感染のリスクを低減できますが、  

さらなる感染防止対策を実施し、感染リスクの低減に取り組む施設には、それらを

明示するために二つ星、三つ星の区分を設けています。  

また、施設自身で認証基準に適合していることを確認し、認証申請を行った場合

の「自己認証済（認証申請中）」という段階を設けています。「施設自身の責任」で

認証基準に適合していることを確認しているもので、対策をとっていることを速や

かに利用者に明示することができるよう設けた段階です。 

 



 

（問－15）一つ星より三つ星の施設の方が安全ということですか。 

三つ星は、認証基準に規定する感染防止対策の項目に基づき、さらなる感染防止

対策に取り組んでいる施設であることを示すものです。施設ごとに、営業形態や利

用者数などの条件が異なるため、施設ごとの安全性を比較する指標とはなりませ

ん。 

 

（問－16）認証を取得するには、必ず認証基準の全てを満たす必要がありますか。  

 認証基準は必須項目とアピール項目に分かれています。認証を取得するには、原

則、必須項目の全てを満たす必要があります。ただし、例えばビュッフェに関する

必須項目は、ビュッフェを実施していない施設では満たす必要はありません。 

 

（問－17）アピール項目とは何ですか。 

 認証の必須項目ではありませんが、さらなる感染防止対策をとっていることをアピ

ールできる項目で、二つ星又は三つ星施設として認証を受ける際に必要な項目です。 

 

（問－18）認証取得に向けて対策をとろうと思いますが、取り組むべき対策内容は 

今後も変わりませんか。 

 認証基準は、現在の新型コロナウイルスの性質や流行状況等をふまえ作成されて

います。変異株の発生や流行状況等、今後の状況に応じて認証基準は変更・追加さ

れる可能性があります。 

 

（問－19）認証基準が変更・追加された場合は、既に取得した認証はどうなるので  

すか。 

 認証基準の変更・追加がある場合は、その内容は、ウイルスの性質の変化や流行

状況等に応じたものとなります。現時点では対応は未定ですが、感染防止という観

点から、一般的には既に取得した認証を維持するには、変更・追加された内容に適

合することが必要になると想定されます（一定期間の猶予措置が設けられることも

あります。）。 

 

（問－20）新型コロナウイルス感染症が終息した後、認証制度はどうなりますか。 

認証制度は、新型コロナウイルス感染症の状況をふまえ見直しを行う予定です。  

 

（問－21）新型コロナウイルス感染症が終息した後は、今の感染防止対策は無駄で 

はないですか。 

新型コロナウイルス感染症の感染経路は、飛沫感染と接触感染とされています。  

これは、インフルエンザやＲＳウイルス感染症など、多くの感染症と同様の感染経

路とされており、新型コロナウイルス感染症が終息した後でも、従業員や利用者の

感染防止対策として役立ちます。 

 



 

（問－22）認証を取得したいと考えていますが、既に市町村の認証を取得しています。 

重複して県の認証の取得は可能ですか。 

新型コロナウイルス感染防止対策施設の認証は、県独自の認証制度になります。既

に市町村の認証を取得していても、県の認証の取得は可能です。 

 

（問－23）認証を受けていれば、飲食店への時短協力要請等には応じる必要はないで 

すか。 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく飲食店の時短営業等の協力要請に

ついては、新型コロナウイルス感染症の急速なまん延のおそれがある場合等に要請さ

れます。認証の有無に関わらず、感染拡大防止のため、協力要請に応じていただくよ

うお願いします。 

 

２ 申請手続き等について 

 

（問－24）認証の流れを教えてください。 

認証の流れは、以下の図に示すとおりです。 

 

 

 

 

（問－25）認証申請には、どのような書類が必要ですか。 

認証申請には、申請書、チェックリスト、営業許可証の写しが必要です。  

 

 



 

（問－26）認証申請は店長や支配人の名義で行えば良いですか。 

認証申請は、飲食店や宿泊施設の営業許可証に記載されている営業者の名義で行っ

てください。 

 

（問－27）申請には営業許可証の写しが必要となっていますが、営業許可証を紛失し 

てしまいました。どうすれば良いですか。 

営業許可証は、施設の所在地を所管する保健所で再交付の手続きが可能です。 

詳しくは、保健所へお問い合わせください。 

※新型コロナウイルス感染症の対応のため、保健所での飲食店や旅館・ホテルの営

業許可等の業務に影響が出ています。手続きや問い合わせに、通常より時間を要

することがありますので、ご理解ご協力をお願いします。 

 

（問－28）宿泊施設としてのホテルとあわせて、そのホテル内に飲食店も併設し、 

経営しています。認証取得には、宿泊施設と飲食店のどちらの認証基準が適用さ 

れますか。 

ホテルについては、旅館・ホテル等の認証基準が適用されます。  

ホテル内の飲食店については、営業許可証の営業の種類欄に「飲食店営業（旅

館）」、「飲食店営業（ホテル）」「飲食店営業（旅館・ホテル）」「飲食店営業（簡易宿

所」と記載されている場合は、宿泊施設に付随した飲食店となり、旅館・ホテル等

の認証基準が適用されます。 

 

（問－29）現地調査はどのようなものですか。 

現地調査では、アクリル板や消毒液の設置や配置場所、注意喚起の掲示物など、申

請された内容どおりかを実際の施設に伺い確認します。その他、感染対策の取組内容

等について、口頭でお聞きしますので、調査時に対策内容を説明できる方の立会をお

願いします。 

 

３ 感染防止対策について 

 

（問－30）入店にあたってマスク着用をお願いしていますが、利用者がマスクを持

参していませんでした。どう対応すればよいですか。 

 利用者に説明のうえ同意を得たうえで、施設で用意したマスクを提供する対応が

考えられます。 

 

（問－31）発熱や軽度であっても風邪症状、嘔吐・下痢等の症状がある者は入場し 

ないよう表示するとされていますが、現場で利用者の健康状態を確認する場合、  

どのように行えばよいですか。 

 入場の際に非接触型体温計を利用した検温の実施や従業員による口頭での健康状

態の確認などが考えられます。 



  

（問－32）テーブルのパーティションの配置方法や要件について教えてください。 

パーティションの配置方法は、目を覆う程度の高さ以上、机と同じ幅以上、隣接

する人と正面と側面を遮蔽することが基本です。  

具体的な配置は HP の「パーティションの設置イメージ」を参考としてください。 

 

（問－33）テーブル間や同一テーブルでの距離確保やパーティション設置は、顔が

向き合っていない（背中合わせの）場合も、必要となるのですか。【6 月 7 日追

加】 

客席での距離確保（最低１ｍ以上）又はパーティションの設置は、顔が向き合っ

ていなくても必要となります。  

 

（問－34）パーティションの材質について制限はありますか。  

パーティションは、飛沫感染対策として設置を求めています。材質に特別な制限

はありませんが、最低限、飛沫を拡散させないための一定の強度、付着した飛沫の

定期的な清掃・消毒に耐えられる材質が必要です。  

 

（問－35）アルコールやパーティションを設置するにあたって注意すべき点はあり  

ますか。 

 アルコール消毒液の設置は、必要な時にすぐに手指消毒ができるよう席の近くに

配置することとしており、可能であればテーブルごとに設置してください。  

一方で、誤って口や目、飲食物に入らないよう設置位置に注意が必要です。 

 また、アルコール消毒液は引火性、アクリル板は可燃性であることから、火気に

十分に注意して配置、使用する必要があります。  

 

（問－36）飲食店を経営しており、宅配代行サービスを利用していますが、デリバ

リーがある場合の感染防止対策は必要でしょうか。【6 月 7 日追加】 

いわゆる宅配代行サービスを利用している場合であっても、配達員と利用者が接

触しないような動線の工夫や食中毒防止の注意書き等、施設側で実施できる項目は

実施が必要です。また、それ以外の項目についても、施設内へのウイルスの持ち込

みを避け、利用者への感染リスクを低減するため、施設側として可能な範囲で注意

を払うことが望ましいです。（例えば、配達員が明らかな風邪症状を示していない

か、手指衛生の意識があるか等。） 

なお、チェックリストの記載は、施設側で実施できる項目は「はい」を、それ以

外の項目は「該当なし」としてください。 

 

 

 

 

 



 

（問－37）アピール項目 A４「業務ごとの感染リスク（利用者と多く接する業務や

接することがない業務等）や従業員の健康状態等を考慮したうえで業務を管理

している。」とありますが、どのようにすれば良いですか。【6 月 7 日追加】 

 業務ごとに感染のリスク（度合い）を区分した上で、不特定多数の利用者と多く

接する業務では、ユニフォームの洗濯頻度、手指消毒の頻度をあげる又は手袋を着

用する等、従事者の感染対策を強める他、従業員の年齢や基礎疾患、日々の体調等

を踏まえて担当業務を決める方法があります。  

 

（問－38）建築物衛生法（建築物における衛生的環境の確保に関する法律）の対象施

設とは何ですか。また、空気環境の調整に関する基準を満たしているかが分かり

ません。 

商業店舗や映画館、旅館・ホテル等のうち、建築物衛生法で定める用途に使用され

る延べ面積が、３０００平方メートル以上の建築物等が該当します。 

例えば、商業モールのテナント店舗では、１店舗あたりの面積は小さくても、建築物

全体として建築物衛生法の規制を受ける場合は、対象施設となります。建築物衛生法

の規制を受けるか及び基準を満たしているかは、まず建築物全体の管理者等に確認し

てください。 

 

（問－39）アピール項目 A５にある「感染対策上の汚染度のリスクに応じたゾーニ

ング（区域分け）を行い管理」とはどのようにすれば良いですか。【6 月 7 日追

加】 

ゾーニングについては、施設内を汚染度の高いゾーン（例：飛沫等が付着してい

る可能性がある客席や宿泊施設のエントランスやフロント）、中程度のゾーン（例：

エレベータ内や汚染度が高いゾーンと低いゾーンの中間エリア）、低いゾーン（例：

厨房、バックヤード、客室）に区域分けし、それに応じた消毒・清掃等の実施、持

ち込みの制限（汚染度の高い物品（例：清掃器具やおしぼり）等を汚染度の低いゾ

ーンへ持ち込まない）、スタッフの動線管理やゾーンをまたぐ際の消毒の徹底等をル

ール化していることが必要です。 

 

（問－40）宿泊施設では、CO2 センサーの設置は館内のどの場所でもよいのでしょう 

か。 

複数の利用者が滞在する場所において、常時 1000ppm を超えないように換気を実施

する必要があります。その為、客室ではなく、パブリックスペース（フロント、食堂

など）で測定してください。 

 

 

 

 

 



（問－41）アピール項目 A７「店内の人が集まりやすい共用エリアについて、換気

の詳細（換気回数や空気の流れなど）をわかりやすく図示している」とは、ど

のような図示が必要ですか。【6 月 7 日追加】 

 給気場所や排気場所の空気の流れや換気回数（換気能力）が記載された図が必要

です。事業者で作成した簡易な施設の図で差し支えありません。飲食店であれば、

以下の例示を参考にして作成してください。  

なお、図を作成することが目的ではなく、作成した図を用いて換気の管理に活用

することが重要です。 

 

   

 

（問－42）小規模な飲食店を経営しています。アピール項目を含めて、出来る限り

感染防止対策を実施しようと思いますが、実施しやすいアピール項目はどれで

しょうか。【6 月 7 日追加】 

個々の施設の状況によるため、対策の導入のしやすさは一概には言えないもの  

の、以下の表にあるものは比較的導入しやすいと考えます。なお、A10 について

は、HP に例示を掲載しておりますので参考としてください。  

 

A2 

箸やスプーンなどは適切な湯温、洗浄剤を用い徹底して洗浄したものとするか、使い

捨てのものを導入している。また、まとめて席に配置せず、利用者ごとに提供してい

る。 

A3 
利用者が外したマスクを、直接テーブルに置かないようにマスクケース等を提供して

いる。 



A6 

換気を徹底するにあたり、CO2 センサーの使用等により、換気状況の把握に努め、室

内の二酸化炭素濃度が営業中常時１０００ｐｐｍを超えないように換気を実施してい

る。 

 ＣＯ２センサー設置場所：ドア、窓、換気口から離れた場所で、人から少なくとも

５０ｃｍ離れたところ。 

A9 

接触感染、飛沫感染のリスクを低減するため、利用者の動線が重ならないための案内

や自動扉、自動水栓、オート機能付きトイレ（自動開閉・自動洗浄など）を設置する

などの工夫・整備を行っている。  

A10 

各施設・事業者は、店内のリスク評価をしたうえで、具体的な方法や手順、清掃・消

毒の頻度、人と人との間隔の空け方などを定めたチェックリストを作成するととも

に、当該チェックリストによる毎日の確認について、利用者から見える場所に掲示し

ている。 

A11 

店内でクラスターが発生した場合や従業員から感染者が発生した場合の対応方法、保

健所や取引先などの連絡先（消毒方法や一時休業とする際の周知等）について、あら

かじめ規定している。 

A12 
感染リスクの早期把握のため、国が提供する濃厚接触通知アプリの利用をルール化な

いし奨励している。 

 

４ 認証取得後について 

（問－43）認証を受けた店舗の情報は、県民に提供されるのでしょうか。 

認証を受けた店舗の情報は、県ＨＰ等に掲載し、情報提供いたします。 

 

（問－44）認証が取り消しになるケースはありますか。 

認証施設が認証の要件（認証基準等）を満たさなくなった時や事業者の故意・過失

により患者を発生させた時、その他調査員が行う感染防止対策の実施状況の調査を正

当な理由無く拒んだ時等には認証が取り消される場合があります。なお、故意・過失

により患者を発生させた場合は、取消しの日から６か月間は新たに認証の申請はでき

ません。 

 

（問－45）認証取得後も、認証基準を満たしているかを確認に調査員が来ることはあ 

るのですか。 

 感染防止対策が実施されていない疑いがある場合や特定の地域で流行が認められ

る場合等、必要に応じて感染防止対策の実施状況を確認に伺う場合があります。 

 

 

 

 

 



 

（問－46）認証後に店舗の利用者で新型コロナウイルス感染症の感染者が発生しまし 

た。認証は取り消しとなるのですか。 

 感染者が発生した場合には、一時的に認証の効力が停止されます。 

認証基準に関する感染防止対策を怠ったことが原因と判明した場合などは、認証が

取り消されます。なお、故意・過失により患者を発生させた場合は、取消しの日から

６か月間は新たに認証の申請はできません。 

 

（問－47）認証書や認証ステッカーを汚損、紛失してしまいました。どうすれば良い 

ですか。 

認証ステッカーが劣化等により著しく汚損した場合は、お問い合わせしてくださ

い。なお、認証書、認証ステッカーは、適切に管理、使用するようお願いします。 

 

（問－48）認証取得後に、施設を大きく改装しました。手続きは必要ですか。 

 当初の認証内容と同一性が認められないような変更（大幅な改装等）の場合は、あ

らためて認証申請が必要です。 

 

（問－49）認証を取得した際の営業者の法人名が変わりました。手続きは必要ですか。 

 同一法人での名称変更の場合は、変更の事実を証する書類を添えて、変更届を提出

してください。別法人や個人に営業者が変わる場合は、あらためて認証申請が必要と

なります。 

 

（問－50）一つ星施設の認証を取得しました。アピール項目の対策を実施し、二つ星

施設の認証を取得しようと思いますが、手続きはどうすればよいですか。 

認証基準の区分を変更する場合は、変更の事実を証する書類（チェックリスト等）

を添えて、変更届を提出してください。 

 

（問－51）変更届に添付する、変更の事実を証する書類とはなんですか。 

 例えば、営業許可を取得している法人の名称が変更となった場合は、変更後の名称

が記載された営業許可証の写し又は登記事項証明書が該当します。また、認証基準の

区分を変更する場合は、チェックリスト等の添付が必要です。 

 

（問－52）施設を廃業しました。手続きは必要ですか。 

施設を廃業した後に、認証書を添えて、廃止届を提出してください。 


